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税務上は、70歳以上が老人扶養親族・老人控除対象配偶
者の対象年齢です。一方、雇用保険関係では65歳以上が高齢者で、介護保険の受給対象
も原則65歳以上。平成24年度末で廃止される予定の後期高齢者医療制度の対象は75歳以
上でした。高齢者向け優良賃貸住宅では60歳以上が入居対象となります。

老人・高齢者は何歳から？

国　税／平成22年分所得税の確定申告
2月16日〜3月15日

国　税／個人の青色申告の承認申請 3月15日
国　税／贈与税の申告 2月1日〜3月15日
国　税／2月分源泉所得税の納付 3月10日
国　税／個人事業者の22年分消費税の確定申告

3月31日
国　税／1月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 3月31日
国　税／7月決算法人の中間申告 3月31日
国　税／4月、7月、10月決算法人の消費税の

中間申告（年3回の場合） 3月31日
地方税／個人の都道府県民税、市町村民税、事業税

（事業所税）の申告 3月15日

（弥生）March

21日・春分の日3月
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◆ 3月の税務と労務
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3月号 2

雇
用
保
険
の
被
保
険
者
が
六
五
歳

で
離
職
す
る
場
合
、
そ
の
離
職
日
が

誕
生
日
の
前
々
日
か
前
日
か
に
よ
り

給
付
に
大
き
な
違
い
が
生
じ
ま
す
。

こ
れ
は
、
被
保
険
者
の
種
類
が
、
前

者
は
一
般
被
保
険
者
、
後
者
は
高
年

齢
継
続
被
保
険
者
で
あ
る
た
め
で
す
。

こ
の
違
い
を
、
所
定
給
付
日
数
、

基
本
手
当
日
額
、
給
付
内
容
で
比
べ

る
と
、
次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

六
五
歳
の
誕
生
日
の

前
々
日
以
前
に
離
職
す
る
場
合

a

受
給
資
格
者
と
し
て
求
職
者
給

付
が
、
さ
ら
に
要
件
に
該
当
す
れ

ば
就
職
促
進
給
付
が
受
け
ら
れ
ま

す
（
図
参
照
）。

①
　
所
定
給
付
日
数

就
職
困
難
者
及
び
特
定
受
給
資

格
者
以
外
の
人
の
所
定
給
付
日
数

は
、
被
保
険
者
で
あ
っ
た
期
間
に

応
じ
て
九
〇
日
〜
一
五
〇
日
の
範

囲
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
（
表
１

参
照
）。

②

基
本
手
当
日
額
等
（
表
３
参

照
）

基
本
手
当
日
額
の
限
度
額
は
、

六
〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満
の
人
は

六
、
五
四
三
円
で
す
の
で
、
二
〇

年
以
上
勤
務
し
た
人
で
あ
っ
て
、

基
本
手
当
日
額
が
限
度
額
の
人
の

場
合
の
支
給
額
は
、
九
八
万
一
、

四
五
〇
円
と
な
り
ま
す
。

s

基
本
手
当
と
老
齢
給
付
が
支
給

調
整
さ
れ
る
の
は
六
五
歳
に
な
る

ま
で
で
す
の
で
、
六
五
歳
の
誕
生

日
の
前
々
日
に
離
職
す
る
場
合
は
、

基
本
手
当
と
老
齢
給
付
の
両
方
が

受
け
ら
れ
ま
す
。

d

在
職
中
に
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
（
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付

金
と
高
年
齢
再
就
職
給
付
金
の
二

つ
が
あ
る
）
を
受
給
し
て
い
た
被

保
険
者
で
あ
っ
て
も
、
基
本
手
当

は
受
け
ら
れ
ま
す
。

f

給
付
制
限

定
年
年
齢
に
達
し
た
た
め
、
ま
た

は
定
年
後
継
続
雇
用
さ
れ
て
い
る
人

が
最
後
の
契
約
の
終
了
日
を
誕
生
日

の
前
々
日
と
し
た
場
合
は
、
契
約
期

間
の
満
了
と
な
り
給
付
制
限
は
あ
り

ま
せ
ん
。

ま
た
、
就
業
規
則
等
に
よ
り
、
定

年
年
齢
が
六
五
歳
の
誕
生
日
の
前
日

で
あ
る
と
か
六
五
歳
到
達
後
の
最
初

の
賃
金
締
切
日
と
定
め
て
い
る
よ
う

な
場
合
、
被
保
険
者
が
一
般
被
保
険

者
と
し
て
給
付
を
受
け
た
い
時
は
、

自
己
都
合
で
誕
生
日
の
前
々
日
に
離

職
す
れ
ば
、
給
付
制
限
は
あ
り
ま
す

が
、
受
給
資
格
者
と
し
て
給
付
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

六
五
歳
の
誕
生
日
の
前
日
以
後
に

離
職
す
る
場
合

a

高
年
齢
求
職
者
給
付
金
（
高
年

齢
受
給
資
格
者
と
し
て
の
給
付
）

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

①
　
所
定
給
付
日
数

被
保
険
者
で
あ
っ
た
期
間
に
応

じ
て
表
２
の
日
数
分
の
基
本
手
当

日
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

②
　
基
本
手
当
日
額
等

（
表
３
参
照
）

基
本
手
当
日
額
の
限
度
額
は
六
、

一
四
五
円
で
す
。

し
た
が
っ
て
、
二
〇
年
以
上
勤

務
し
た
人
で
あ
っ
て
、
基
本
手
当

日
額
が
限
度
額
の
人
の
場
合
の
支

給
額
は
、
三
〇
万
七
、
二
五
〇
円

と
な
り
、
六
五
歳
の
誕
生
日
の

前
々
日
に
離
職
す
る
場
合
と
比
べ

て
大
幅
に
少
な
く
な
り
ま
す
。

s

高
年
齢
求
職
者
給
付
金
と
老
齢

給
付
と
の
調
整
は
あ
り
ま
せ
ん
の

で
、
両
方
の
給
付
が
受
け
ら
れ
ま

す
。

d

在
職
中
に
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
を
受
給
し
て
い
た
被
保
険
者
で

あ
っ
て
も
、
高
年
齢
求
職
者
給
付

金
は
受
け
ら
れ
ま
す
。

f

高
年
齢
受
給
資
格
者
に
は
、
就

職
促
進
給
付
（
就
業
促
進
手
当

（
就
業
手
当
、
再
就
職
手
当
、
常
用

就
職
支
度
手
当
）、
移
転
費
、
広
域

求
職
活
動
費
）
は
行
わ
れ
ま
せ
ん

（
図
参
照
）。
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雇
用
保
険
の
所
定
給
付
日
数
を
算

定
す
る
際
の
算
定
基
礎
期
間
は
、

「
離
職
日
ま
で
引
き
続
き
同
一
の
事

業
主
の
適
用
事
業
に
雇
用
さ
れ
た
期

間
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

雇
用
関
係
に
中
断
が
あ
っ
た
か
否

か
は
、
次
に
よ
り
判
断
さ
れ
ま
す
。

①

離
職
、
再
雇
用
を
行
う
こ
と
な

く
、
単
な
る
休
業
の
場
合
は
、
休

業
手
当
の
支
給
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
雇
用
関
係
は
存
続
し
ま
す

が
、
離
職
、
再
雇
用
を
伴
う
一
時

解
雇
が
行
わ
れ
た
場
合
は
中
断
と

な
り
ま
す
。

②

解
雇
さ
れ
た
後
一
日
の
空
白
も

な
く
再
雇
用
さ
れ
た
場
合
は
、
退

職
金
の
支
払
の
有
無
、労
働
条
件
、

勤
務
先
の
変
更
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
、雇
用
関
係
は
存
続
し
ま
す
。

③

取
締
役
等
の
役
員
に
な
っ
た
場

合
は
中
断
と
な
り
ま
す
が
、
従
業

員
と
し
て
の
地
位
を
有
し
、
継
続

し
て
被
保
険
者
資
格
を
有
す
る
時

は
、
中
断
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

若年者等正規雇用化
特別奨励金の年齢要件が改正

若年者等正規雇用化特別奨励金のうち
トライアル雇用活用型の対象者が拡充さ
れました。

この奨励金は、年長フリーターや30代
後半の不安定就労者、採用内定を取り消
されて就職先が未決定の学生等を正規雇
用した事業主に支給されます。奨励金に
は４つの区分があり、このうちトライア
ル雇用活用型（ハローワーク等の紹介に
より、雇用開始日の前日から過去１年間
に雇用保険の被保険者でなかった25歳以
上40歳未満の者をトライアル雇用の対象
として雇い入れ、その後引き続き６カ月
以上正規雇用した事業主に支給される奨
励金）の年齢要件の下限が撤廃されて、

「40歳未満」となりました。
この改正の対象となるのは、平成22年

12月１日以降にトライアル雇用を開始し
た者からです。

育児のための短時間勤務制度

事業主には、雇用する労働者（日々雇用
する者を除く）のうち、３歳に満たない子
を養育する労働者であって、育児休業をし
ないで就業する労働者（１日の所定労働時
間が６時間以下である者を除く）が申出を
した時には、a短時間勤務制度、s所定外
労働（残業）の免除制度を講じることが義
務付けられるとともに（100人以下の企業
は平成24年６月30日まで適用猶予）、dフ
レックスタイム制度、f始業・終業時刻の
繰下げ・繰上げ制度（時差出勤の制度）、
g託児施設の設置運営またはそれに準ずる
便宜の供与、h育児休業に準ずる措置が努
力義務化されています。

このうちa短時間勤務制度（１日の所定
労働時間を原則として６時間とする措置を
含む）については、次の方法が考えられま
す。
① １日の所定労働時間を短縮する短時間

勤務（１日の所定労働時間が７時間以上
の者について、１時間以上短縮）

② 週または月の所定労働時間を短縮する
短時間勤務（週当たりの所定労働時間が
35時間以上の者について、１週当たりの
所定労働時間を1割以上短縮）

③ 週または月の所定労働日数を短縮する
短時間勤務（週当たりの所定労働日数が
５日以上の者について、１週当たりの所
定労働日数を１日以上短縮）
ただし、労使協定により、次に掲げる労

働者のうち所定労働時間の短縮措置を講じ
ないものとして定めた労働者については、
短時間勤務制度の対象外とすることができ
ます。
①　入社１年未満の労働者
② １週間の所定労働日数が２日以下の労
働者

③ 前記のほか、業務の性質または業務の
実施体制に照らして、所定労働時間の短
縮措置を講ずることが困難と認められる
業務に従事する労働者

雇
用
関
係
の
中
断


